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ス
ト
ッ
ク
オ
プ
シ
ョ
ン
課
税
の
Ｑ
＆
Ａ

等
、公
表
─
国
税
庁

税
　
　
務

去
る
５
月
30
日
、
国
税
庁
は
、「
ス

ト
ッ
ク
オ
プ
シ
ョ
ン
に
対
す
る
課

税
（
Ｑ
＆
Ａ
）（
情
報
）」（
以
下
、

「
Ｑ
＆
Ａ
」
と
い
う
）
を
公
表
し
た

（https://w
w

w
.nta.go.jp/law

/
joho-zeikaishaku/shotoku/
sh

in
ko

ku
/230428/in

d
ex.

htm

）。
ス
ト
ッ
ク
オ
プ
シ
ョ
ン
に
つ
い

て
は
、
税
制
非
適
格
・
税
制
適
格
・

有
償
型
・
信
託
型
と
い
っ
た
類
型

が
あ
る
と
こ
ろ
、
課
税
関
係
を
体

系
的
に
示
す
必
要
が
あ
る
こ
と
、

信
託
型
ス
ト
ッ
ク
オ
プ
シ
ョ
ン
の

課
税
関
係
に
つ
い
て
は
、
国
税
庁

と
異
な
る
見
解
が
広
ま
っ
て
お
り
、

国
税
庁
の
見
解
を
示
す
必
要
が
あ

る
こ
と
、
ま
た
、
令
和
５
年
度
税
制

改
正
に
よ
る
税
制
適
格
ス
ト
ッ
ク

オ
プ
シ
ョ
ン
の
要
件
緩
和
の
改
正

を
周
知
す
る
必
要
が
あ
る
と
い
っ

た
趣
旨
か
ら
、
公
表
さ
れ
た
も
の
。

Ｑ
＆
Ａ
の
概
要

Ｑ
＆
Ａ
の
問
３
で
は
、「
税
制
非

適
格
ス
ト
ッ
ク
オ
プ
シ
ョ
ン
（
信

託
型
）
の
課
税
関
係
」
が
解
説
さ

れ
て
い
る
。
こ
の
な
か
で
、
役
職

員
が
ス
ト
ッ
ク
オ
プ
シ
ョ
ン
を
行

使
し
て
発
行
会
社
の
株
式
を
取
得
し

た
場
合
、
そ
の
経
済
的
利
益
が
給
与

所
得
と
な
る
旨
が
明
記
さ
れ
て
お

り
、
次
の
よ
う
に
注
書
き
が
さ
れ
て

い
る
。

税
制
非
適
格
ス
ト
ッ
ク
オ
プ
シ
ョ
ン

（
信
託
型
）
に
つ
い
て
は
、

・
信
託
が
役
職
員
に
ス
ト
ッ
ク
オ
プ

シ
ョ
ン
を
付
与
し
て
い
る
こ
と
、

信
託
が
有
償
で
ス
ト
ッ
ク
オ
プ

シ
ョ
ン
を
取
得
し
て
い
る
こ
と
な

ど
の
理
由
か
ら
、
上
記
の
経
済
的

利
益
は
労
務
の
対
価
に
当
た
ら
ず
、

「
給
与
と
し
て
課
税
さ
れ
な
い
」
と

の
見
解
が
あ
り
ま
す
が
、

・
実
質
的
に
は
、
会
社
が
役
職
員
に

ス
ト
ッ
ク
オ
プ
シ
ョ
ン
を
付
与
し
て

い
る
こ
と
、
役
職
員
に
金
銭
等
の

負
担
が
な
い
こ
と
な
ど
の
理
由
か

ら
、
上
記
の
経
済
的
利
益
は
労
務

の
対
価
に
当
た
り
、「
給
与
と
し
て

課
税
さ
れ
る
」
こ
と
と
な
り
ま
す
。

ま
た
、
発
行
会
社
は
、
こ
の
経
済

的
利
益
に
つ
い
て
源
泉
所
得
税
を
徴

収
し
て
、
納
付
す
る
必
要
が
あ
る
と

も
さ
れ
て
い
る
。
問
４
で
は
、
源
泉

所
得
税
の
納
付
を
し
て
い
な
い
こ
と

が
判
明
し
た
場
合
の
対
応
と
し
て
、

速
や
か
に
納
付
し
、
一
時
に
納
め
ら

れ
な
い
場
合
に
は
、
税
務
署
に
申
請

を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
原
則
で
１
年

以
内
の
期
間
に
限
り
、
納
税
の
猶
予

等
が
認
め
ら
れ
る
場
合
が
あ
る
旨
が

記
載
さ
れ
て
い
る
。

株
価
算
定
ル
ー
ル
に
関
す
る
通
達

改
正
の
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト

同
日
、
国
税
庁
か
ら
、
税
制
適
格

ス
ト
ッ
ク
オ
プ
シ
ョ
ン
に
係
る
付

与
契
約
時
の
株
価
算
定
ル
ー
ル
等

に
関
す
る
「『
租
税
特
別
措
置
法
に

係
る
所
得
税
の
取
扱
い
に
つ
い
て
』

（
法
令
解
釈
通
達
）
等
の
一
部
改
正

（
案
）」
が
公
表
さ
れ
た
（https://

public-com
m

ent.e-gov.go. 
jp/servlet/Public?C

LA
SSN

A
M

E=PC
M

M
STD

ETA
IL&

id=4
10050035&

M
ode=0

）。

税
制
適
格
ス
ト
ッ
ク
オ
プ
シ
ョ
ン

の
権
利
行
使
価
額
要
件
に
係
る
「
契

約
時
の
１
株
当
た
り
の
価
額
」
に
関

し
、
取
引
相
場
の
な
い
株
式
に
つ
い

て
は
、「
株
価
算
定
ル
ー
ル
が
明
示

さ
れ
て
お
ら
ず
、
税
制
適
格
ス
ト
ッ

ク
オ
プ
シ
ョ
ン
の
発
行
等
に
お
い
て

不
安
定
な
税
務
実
務
と
な
っ
て
い

る
」
と
の
指
摘
に
対
し
て
、
そ
の
算

定
方
法
の
明
確
化
を
図
る
も
の
。

コ
メ
ン
ト
期
限
は
６
月
29
日
ま

で
。

対前年同期増加率の推移（金融業、保険業を除く） （単位：％、億円）◆売上高（金融業、保険業を除く）
製造業、非製造業ともに増収
売上高は、378兆8,575億円で、対前年同期増加率（以下、「増加
率」という）は5.0％となりました。
業種別にみると、製造業は2.3％、非製造業は6.1％となりました。
◆経常利益（金融業、保険業を除く）　
製造業は減益、非製造業は増益
経常利益は、23兆8,230億円で、増加率は4.3％となりました。
業種別にみると、製造業は▲15.7％、非製造業は17.2％となり
ました。
◆設備投資（金融業、保険業を除く）
製造業、非製造業ともに増加
設備投資額は、16兆5,395億円で、増加率は11.0％となりました。
業種別にみると、製造業は11.3％、非製造業は10.8％となりました。
なお、ソフトウェア投資額を除いた設備投資額は14兆7,233億円
で、増加率は10.0％となりました。

―令和５年１～３月期調査　

回答法人数 　22,627社 （18,757社）
回 答 率 　 70.4％     （70.7％）
（　）書きは金融業、保険業を除いた数値です。

財務省法人企業統計調査 　この調査は、統計法に基づく基幹統計として資本金１千万円以上の営利法人等を対象
に、企業活動の短期的動向を把握することを目的として、四半期ごとの仮決算計数を調査
しているものです。
　以下は、令和５年６月１日に発表した令和５年１～３月期の調査結果の概要です。

「法人企業統計調査」は、統計法に基づく基幹統計に指定されており、調査の対象となった
法人様には調査票を提出する義務がございますので、必ず提出期限までに財務省（財務局・
財務事務所）への提出をお願いします。
なお、次回令和５年４～６月期の調査票の提出期限は令和５年８月10日、結果の公表は
令和５年９月１日の予定です。

売上高
　全産業
　　製造業
　　非製造業
経常利益
　全産業
　　製造業
　　非製造業
設備投資
　全産業

　　製造業

　　非製造業

区　分 4.1-3 4-6 7-9 10-12 5.1-3　 

（注）設備投資の（　）書きは、ソフトウェア投資額を除いたベース。

（実　額）
3,788,575
1,079,199
2,709,376
（実　額）
238,230
75,320

162,910
（実　額）
165,395
(147,233)
54,949
(49,500)
110,446
(97,733)

6.1
9.2
4.9

△2.8
△15.7

5.2

7.7
(6.3)
6.0
(5.5)
8.6
(6.7)

8.3
12.1
6.7

18.3
35.4
5.6

9.8
(8.0)
8.2
(6.6)
10.7
(8.8)

7.2
6.1
7.6

17.6
11.7
21.9

4.6
(3.5)
13.7
(11.9)
△0.0
(△0.9)

7.9
9.0
7.5

13.7
18.4
10.9

3.0
(5.0)
5.9
(5.9)
1.6
(4.6)

5.0
2.3
6.1

4.3
△15.7
17.2

11.0
(10.0)
11.3
(10.7)
10.8
(9.6)
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電
子
決
済
手
段
の
実
務
対
応
報
告
案
、

公
表
─
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ

会
　
　
計

株
式
会
社
に
よ
る
会
社
運
営
②

（
機
関
設
計
）

公
認
会
計
士 

市
川　

育
義

会
計・監
査・開
示

〝
来
し
方
行
く
末
〟

会
社
法
に
お
い
て
は
、
株
式
会
社
の

機
関
設
計
に
つ
い
て
、
最
低
限
、
取
締

役
と
株
主
総
会
を
設
置
す
る
こ
と
か
ら

始
ま
り
、
柔
軟
な
機
関
設
計
を
認
め
て

い
る
。

①　
機
関
設
計
の
基
本

会
社
法
が
規
定
す
る
機
関
設
計
に

関
す
る
基
本
的
な
取
扱
い
は
、
⒜
株
主

総
会
と
取
締
役
の
設
置
を
出
発
点
と
し

て
、
公
開
会
社
の
場
合
は
取
締
役
会
の

設
置
が
、
大
会
社
の
場
合
は
会
計
監

査
人
の
設
置
が
必
要
、
⒝
取
締
役
会

の
設
置
に
対
応
し
、
監
査
役
の
設
置
が

必
要
、
⒞
会
計
監
査
人
の
設
置
に
対

応
し
、
監
査
役
の
設
置
が
必
要
と
さ
れ

て
お
り
、
公
開
会
社
か
つ
大
会
社
に
お

い
て
は
、
監
査
役
会
の
設
置
も
必
要
、

⒟
非
公
開
会
社
か
つ
非
大
会
社
の
場
合

（
中
小
企
業
等
）
は
、
株
主
総
会
と

取
締
役
を
設
置
す
る
か
、
こ
れ
に
監
査

役
を
追
加
す
る
簡
易
な
機
関
設
計
が

可
能
、
と
要
約
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

②　
上
場
企
業
の
機
関
設
計

上
場
企
業
を
前
提
と
す
れ
ば
、
そ
の

基
本
的
な
機
関
設
計
は
、「
ア
監
査
役

会
設
置
会
社
」、「
イ
監
査
等
委
員
会

設
置
会
社
」、「
ウ
指
名
委
員
会
等
設

置
会
社
」
の
い
ず
れ
か
に
よ
る
こ
と
と

な
る
。

こ
の
う
ち
、「
ア
監
査
役
会
設
置
会

社
」
は
わ
が
国
特
有
の
機
関
設
計
で
あ

り
、
現
在
で
も
多
く
の
会
社
が
採
用
し

て
い
る
。
こ
れ
に
対
し
て
、「
ウ
指
名

委
員
会
等
設
置
会
社
」
は
、
海
外
の

投
資
家
に
も
な
じ
み
の
あ
る
取
締
役
会

に
よ
る
監
督
機
能
を
強
化
し
た
機
関

設
計（
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
モ
デ
ル
）で
あ
る
。

そ
し
て
、「
イ
監
査
等
委
員
会
設
置

会
社
」
は
、
両
者
の
中
間
的
な
タ
イ

プ
の
機
関
設
計
と
し
て
、
２
０
１
５
年

に
新
た
に
導
入
さ
れ
た
機
関
設
計
で
あ

る
。
監
査
役
（
会
）
の
代
わ
り
に
取

締
役
を
構
成
員
と
す
る
監
査
等
委
員

会
（
過
半
数
は
社
外
取
締
役
）
を
設
置

す
る
と
と
も
に
、「
ウ
指
名
委
員
会
等

設
置
会
社
」
に
あ
る
指
名
委
員
会
や
報

酬
委
員
会
の
設
置
を
要
し
な
い
代
わ
り

に
、
監
査
等
委
員
会
に
取
締
役
の
選

任
等
や
報
酬
等
に
対
す
る
意
見
陳
述

権
を
付
与
し
て
い
る
。

こ
の
よ
う
に
わ
が
国
上
場
企
業
の
機

関
設
計
と
し
て
は
、
３
タ
イ
プ
が
あ

る
が
、
投
資
家
の
立
場
か
ら
す
れ
ば
、

執
行
と
監
督
を
分
離
し
て
監
督
機
能
を

強
化
す
る
タ
イ
プ
（
指
名
委
員
会
等
設

置
会
社
）
が
ガ
バ
ナ
ン
ス
に
優
れ
、
信

頼
し
て
投
資
が
で
き
る
と
し
て
注
目
さ

れ
る
で
あ
ろ
う
。

日
本
企
業
に
お
い
て
は
、
多
数
の

社
内
取
締
役
が
取
締
役
会
メ
ン
バ
ー
と

な
っ
て
い
る
会
社
が
多
い
が
、
そ
の
場

合
に
は
、
社
外
取
締
役
に
社
内
取
締
役

の
業
務
執
行
に
対
す
る
監
督
機
能
の
発

揮
が
期
待
さ
れ
る
た
め
、
近
年
多
く
の

企
業
で
、
非
業
務
執
行
で
か
つ
独
立
性

の
あ
る
社
外
取
締
役
の
選
任
を
進
め
る

こ
と
と
し
て
い
る
。
日
本
取
締
役
協
会

の
調
査
（
２
０
２
２
年
８
月
１
日
）
に

よ
れ
ば
、
東
証
プ
ラ
イ
ム
上
場
企
業
に

お
い
て
は
、
取
締
役
会
に
占
め
る
独
立

社
外
取
締
役
の
比
率
が
過
半
数
も
し

く
は
３
分
の
１
で
あ
る
企
業
は
、
90
％

を
超
え
て
い
る
よ
う
で
あ
る
。

な
お
、
近
年
、
機
関
投
資
家
等
か

ら
監
督
機
能
の
強
化
が
叫
ば
れ
て
い
る

な
か
で
、「
ア
監
査
役
会
設
置
会
社
」

か
ら
「
イ
監
査
等
委
員
会
設
置
会
社
」

へ
の
移
行
が
進
ん
で
い
る
傾
向
に
あ
る

が
、「
ウ
指
名
委
員
会
等
設
置
会
社
」

へ
の
移
行
は
依
然
と
し
て
微
増
に
と
ど

ま
っ
て
い
る
よ
う
で
あ
る
。
こ
れ
は
、

主
に
社
外
取
締
役
に
よ
る
監
督
機
能
の

強
化
へ
の
警
戒
や
候
補
者
不
足
等
の
理

由
に
よ
る
も
の
と
思
わ
れ
る
が
、
監
督

機
能
を
強
化
す
る
こ
と
が
、
企
業
価
値

の
向
上
に
つ
な
が
る
と
は
限
ら
ず
、
む

し
ろ
経
営
が
委
縮
し
て
、
大
胆
な
改

革
が
で
き
な
く
な
る
と
の
懸
念
の
声
も

聞
こ
え
て
く
る
。

い
ず
れ
に
し
ろ
重
要
な
こ
と
は
、
企

業
価
値
向
上
に
向
け
た
バ
ラ
ン
ス
の
取

れ
た
機
関
設
計
で
あ
り
、
今
後
、
各

社
の
実
情
を
考
慮
し
た
試
行
錯
誤
の
な

か
で
、
わ
が
国
独
自
の
機
関
設
計
の
誕

生
と
実
効
性
の
あ
る
運
用
が
期
待
さ
れ

る
。

去
る
５
月
29
日
、
企
業
会
計
基
準

委
員
会
は
第
５
０
２
回
企
業
会
計
基

準
委
員
会
を
開
催
し
た
。

主
な
審
議
事
項
は
次
の
と
お
り
。

電
子
決
済
手
段
の
発
行
・
保
有
等

の
会
計
上
の
取
扱
い

前
回
の
親
委
員
会
（
２
０
２
３
年

６
月
10
日
号
（
№
１
６
７
９
）
情
報

ダ
イ
ジ
ェ
ス
ト
参
照
）に
引
き
続
き
、

実
務
対
応
報
告
公
開
草
案
「
資
金
決

済
法
に
お
け
る
特
定
の
電
子
決
済
手

段
の
会
計
処
理
及
び
開
示
に
関
す
る

当
面
の
取
扱
い
（
案
）」
の
文
案
等

に
つ
い
て
、
審
議
さ
れ
た
。

出
席
委
員
全
員
の
賛
成
に
よ
り
、

公
表
議
決
さ
れ
た
（
５
月
31
日
公

表
。https://w

w
w

.asb.or.jp/
jp/accou

n
tin

g_stan
dards/

exposure_draft/y2023/2023-
0531.htm

l

、
コ
メ
ン
ト
期
限
は
８

月
４
日
）。

金
融
商
品
の
減
損

第
２
０
０
回
金
融
商
品
専
門
委
員

会
（
２
０
２
３
年
６
月
10
日
号
（
№

１
６
７
９
）
情
報
ダ
イ
ジ
ェ
ス
ト
参

照
）
に
引
き
続
き
、
次
の
論
点
に
つ

い
て
審
議
さ
れ
た
。

⑴　
購
入
ま
た
は
組
成
し
た
信
用
減

損
金
融
資
産

ス
テ
ッ
プ
２
を
採
用
す
る
金
融
機

関
に
お
け
る
購
入
ま
た
は
組
成
し
た

信
用
減
損
金
融
資
産
（
以
下
、「
Ｐ

Ｏ
Ｃ
Ｉ
」
と
い
う
）
の
取
扱
い
に
つ

い
て
審
議
さ
れ
た
。

事
務
局
か
ら
は
、
Ｐ
Ｏ
Ｃ
Ｉ
に
関

す
る
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
９
号
「
金
融
商
品
」

の
定
め
は
、
ス
テ
ッ
プ
４
を
採
用
す

る
金
融
機
関
に
お
け
る
定
め
を
検
討

し
た
う
え
で
あ
ら
た
め
て
検
討
す
る

と
し
て
い
る
実
効
金
利
法
に
よ
る
償

却
原
価
法
の
採
用
に
関
す
る
一
部
の

論
点
と
あ
わ
せ
て
検
討
す
る
方
向
性

が
示
さ
れ
た
。

委
員
か
ら
、
事
務
局
案
に
賛
成
意

見
が
多
く
聞
か
れ
た
。

⑵　
開　
示

ス
テ
ッ
プ
２
を
採
用
す
る
金
融
機

関
に
お
け
る
開
示
（
注
記
事
項
）
に

関
し
て
審
議
が
行
わ
れ
た
。

わ
が
国
の
会
計
基
準
に
取
り
込
む

に
あ
た
り
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
７
号
「
金
融

商
品
：
開
示
」
で
要
求
さ
れ
る
開
示

に
関
す
る
定
め
を
実
務
上
の
困
難
性

が
特
に
高
い
と
思
わ
れ
る
開
示
項
目

に
つ
い
て
個
別
に
検
討
す
る
事
務
局
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去
る
６
月
１
日
、
Ｓ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
は
第

14
回
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
基
準
委
員

会
を
開
催
し
た
。

第
13
回
（
２
０
２
３
年
６
月
10
号

（
№
１
６
７
９
）
情
報
ダ
イ
ジ
ェ
ス

ト
参
照
）
に
て
説
明
が
行
わ
れ
た
、

５
月
11
日
に
Ｉ
Ｓ
Ｓ
Ｂ
よ
り
公
表
さ

れ
た
公
開
草
案
「
Ｓ
Ａ
Ｓ
Ｂ

®

ス
タ

ン
ダ
ー
ド
の
国
際
的
な
適
用
可
能
性

を
向
上
さ
せ
る
た
め
の
方
法
論
お
よ

び
Ｓ
Ａ
Ｓ
Ｂ
ス
タ
ン
ダ
ー
ド
・
タ
ク

サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
契
約
に

関
す
る
基
準
、改
訂
─
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ

国
際
会
計

去
る
５
月
25
日
、
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
は
、

サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
契

約
、
そ
れ
に
関
連
す
る
負
債
、
当
該

契
約
が
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
お
よ

び
流
動
性
リ
ス
ク
に
与
え
る
影
響
の

透
明
性
を
高
め
る
た
め
、「
サ
プ
ラ

イ
ヤ
ー
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
契
約
：
Ｉ
Ａ

Ｓ
７
号
お
よ
び
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
７
号
の
改

訂
」（
以
下
、「
改
訂
基
準
」
と
い
う
）

を
公
表
し
た
。

改
訂
基
準
の
概
要

サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
契

約
は
、
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
フ
ァ
イ

ナ
ン
ス
や
リ
バ
ー
ス
フ
ァ
ク
タ
リ
ン

グ
契
約
と
呼
ば
れ
る
こ
と
も
あ
る
。

改
訂
基
準
で
は
、
こ
れ
ら
の
よ
う

な
契
約
に
よ
る
影
響
を
理
解
し
、
分

析
す
る
こ
と
が
可
能
と
な
る
よ
う

に
、
よ
り
詳
細
な
情
報
を
開
示
す
る

こ
と
が
意
図
さ
れ
て
い
る
。

こ
の
た
め
、
企
業
は
サ
プ
ラ
イ

ヤ
ー
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
契
約
が
、
そ
の

関
連
す
る
負
債
や
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ

ロ
ー
、
流
動
性
リ
ス
ク
お
よ
び
リ
ス

ク
管
理
に
及
ぼ
す
影
響
を
評
価
す
る

こ
と
が
で
き
る
よ
う
な
情
報
を
開
示

す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
こ

れ
に
よ
り
、
Ｉ
Ａ
Ｓ
７
号
「
キ
ャ
ッ

シ
ュ
・
フ
ロ
ー
計
算
書
」、
お
よ
び

Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
７
号
「
金
融
商
品
：
開
示
」

が
改
訂
さ
れ
て
い
る
。

今
回
の
改
訂
に
よ
り
求
め
ら
れ
る

開
示
に
は
、
た
と
え
ば
次
の
も
の
が

あ
る
。

・
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
契

約
の
条
件

・
契
約
の
一
部
で
あ
る
負
債
の
金
額

お
よ
び
そ
の
負
債
が
貸
借
対
照
表

の
ど
こ
に
計
上
さ
れ
て
い
る
か

・
支
払
期
限
の
範
囲

・
流
動
性
リ
ス
ク
に
関
す
る
情
報

適
用
関
係

今
回
の
改
訂
は
、
２
０
２
４
年
１

月
１
日
以
降
開
始
す
る
年
度
の
報
告

期
間
か
ら
適
用
さ
れ
る
。
早
期
適
用

は
認
め
ら
れ
、
そ
の
場
合
に
は
早
期

適
用
の
旨
を
開
示
す
る
。

案
が
示
さ
れ
た
。

委
員
か
ら
は
、異
論
は
聞
か
れ
ず
、

「
海
外
の
先
行
事
例
も
参
考
に
し
て

ほ
し
い
」
と
の
意
見
も
聞
か
れ
た
。

Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ｐ
Ａ
が
公
表
し
た
実
務
指

針
等
の
移
管

前
回
の
親
委
員
会
（
２
０
２
３
年

６
月
10
日
号
（
№
１
６
７
９
）
情
報

ダ
イ
ジ
ェ
ス
ト
参
照
）
に
引
き
続

き
、
Ｊ
Ｉ
Ｃ
Ｐ
Ａ
が
公
表
し
て
い
る

会
計
に
関
す
る
実
務
指
針
等
を
、
Ａ

Ｓ
Ｂ
Ｊ
に
移
管
す
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

に
つ
い
て
の
意
見
募
集
文
書
案
が
示

さ
れ
、
審
議
さ
れ
た
。

次
回
（
６
月
13
日
開
催
予
定
）、

公
表
議
決
す
る
予
定
。

四
半
期
報
告
書
制
度
の
見
直
し
へ

の
対
応

昨
年
12
月
27
日
公
表
の
金
融
審
議

会
「
デ
ィ
ス
ク
ロ
ー
ジ
ャ
ー
ワ
ー
キ
ン

グ
・
グ
ル
ー
プ
報
告
」
で
、
四
半
期

報
告
書
制
度
の
見
直
し
が
示
さ
れ
、

こ
れ
に
基
づ
き
金
融
商
品
取
引
法
の

改
正
案
が
国
会
に
提
出
さ
れ
て
い
る
。

本
改
正
案
が
成
立
し
た
場
合
、
四

半
期
財
務
諸
表
に
関
す
る
会
計
基
準

等
の
改
正
ま
た
は
修
正
が
必
要
と
な

る
可
能
性
が
あ
る
と
し
て
、
事
務
局

か
ら
、
四
半
期
報
告
書
制
度
の
見
直
し

へ
の
対
応
を
新
規
テ
ー
マ
と
し
、
親
委

員
会
で
対
応
す
る
方
針
が
示
さ
れ
た
。

委
員
か
ら
は
、
反
対
意
見
は
聞
か

れ
ず
、事
務
局
提
案
が
了
承
さ
れ
た
。

Ｉ
Ｓ
Ｓ
Ｂ
公
表
の
公
開
草
案
、コ
メ
ン

ト
検
討
開
始
─
Ｓ
Ｓ
Ｂ
Ｊ

会
　
　
計

ソ
ノ
ミ
の
ア
ッ
プ
デ
ー
ト
」
に
つ
い

て
、
事
務
局
よ
り
コ
メ
ン
ト
・レ
タ
ー

の
文
案
が
示
さ
れ
、
審
議
さ
れ
た
。

事
務
局
提
案

事
務
局
は
、
公
開
草
案
で
提
案
さ

れ
て
い
る
５
つ
の
改
訂
ア
プ
ロ
ー
チ

に
つ
い
て
、
主
に
次
の
考
え
を
示
し

た
。

・
改
訂
ア
プ
ロ
ー
チ
４
（
限
定
的
な

場
合
に
お
い
て
、
国
際
的
な
適
用

に
ふ
さ
わ
し
く
な
い
開
示
の
指
標

や
、
特
定
の
法
域
外
で
は
国
際
的

に
同
等
の
も
の
が
識
別
さ
れ
な
い

開
示
の
指
標
を
削
除
す
る
）
は
削

除
す
べ
き

・
改
訂
ア
プ
ロ
ー
チ
５
（
開
示
ト

ピ
ッ
ク
の
完
全
性
を
維
持
す
る
た

め
の
関
連
性
の
あ
る
置
換
え
が
識

別
で
き
る
場
合
に
は
、
法
域
に
固

有
の
指
標
を
削
除
し
置
き
換
え
る
）

は
、
本
公
開
草
案
の
他
の
改
訂
ア

プ
ロ
ー
チ
と
は
時
間
軸
が
異
な
る

も
の
で
あ
り
、
本
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

で
検
討
す
る
改
訂
ア
プ
ロ
ー
チ
に

含
め
ら
れ
る
べ
き
で
は
な
い

ま
た
、
Ｉ
Ｓ
Ｓ
Ｂ
が
改
訂
ア
プ

ロ
ー
チ
１
、２
お
よ
び
３
（
法
域
固

有
の
参
照
を
置
き
換
え
る
た
め
の
参

照
に
関
す
る
ア
プ
ロ
ー
チ
）
の
関
係

を
考
慮
し
、
特
定
の
状
況
に
対
し
て

適
切
に
改
訂
ア
プ
ロ
ー
チ
１
か
ら
３

を
別
個
に
用
い
た
り
、
あ
る
い
は
組

み
合
せ
た
り
し
て
、
利
用
者
に
有
用

な
情
報
を
提
供
す
る
か
ど
う
か
と
い

う
観
点
か
ら
、
Ｓ
Ａ
Ｓ
Ｂ
ス
タ
ン

ダ
ー
ド
の
指
標
を
修
正
す
る
こ
と
を

提
案
し
た
。

今
後
の
動
向

委
員
か
ら
は
、
さ
ま
ざ
ま
な
意
見

が
聞
か
れ
、
次
回
も
引
き
続
き
コ
メ

ン
ト
内
容
の
審
議
が
さ
れ
る
予
定
で

あ
る
。
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この10日間に公表・公布された経理関係重要法規等
日　付 法　規　等 出　所 備　考 掲載号

2023年
５月26日

令和４年資金決済法
等改正に係る政令・
内閣府令　等

金融庁

2022年６月10日の「安定的かつ効率的な資金決済制度の構築を図るための資金決
済に関する法令等の一部を改正する法律」の公布に伴い、資金決済法施行令等にお
いて、電子決済手段等取引業および電子決済等取扱業に係る登録手続など、電子決
済手段等に係る規定の整備がされたもの。施行日は2023年６月１日。
https://www.fsa.go.jp/news/r4/sonota/20230526/20230526.html

―

2023年
６月１日

「消費税法基本通達の
制定について」（法令
解釈通達）の一部改正
（案）

国税庁

2023年10月1日からインボイス制度が開始されることを鑑み、軽減税率制度およ
びインボイス制度に関する個別通達等の内容を消費税法基本通達に統合する等の
改正を行うもの。コメント期限は2023年６月30日まで。
https://public-comment.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTD
ETAIL&id=410050034&Mode=0

―

ユ
ー
ロ
圏
イ
ン
フ
レ
対
策
と
そ
の
課
題

金
　
　
融

日
本
株
高
は
い
つ
ま
で
続
く
か
？

証
　
　
券

ユ
ー
ロ
圏
の
消
費
者
物
価
上
昇
率

は
、
４
月
が
年
率
７
％
上
昇
で
昨
年

10
月
の
10
・
６
％
を
ピ
ー
ク
に
ペ
ー

ス
が
落
ち
て
い
る
も
の
の
、
欧
州
中

央
銀
行
（
Ｅ
Ｃ
Ｂ
）
の
２
％
目
標
か

ら
み
る
と
依
然
と
し
て
高
止
ま
り
し

て
い
る
。
米
国
の
４
・
９
％
や
日
本

の
３
・
５
％
を
大
幅
に
上
回
る
水
準

だ
。
と
は
い
え
、
メ
デ
ィ
ア
で
報
道

さ
れ
る
よ
う
な
、「
単
に
Ｅ
Ｃ
Ｂ
が

利
上
げ
を
継
続
す
べ
き
だ
」
や
、「
過

度
な
賃
金
上
昇
が
イ
ン
フ
レ
高
止
ま

り
の
一
因
に
な
っ
て
い
る
」
と
い
う

の
は
早
計
だ
ろ
う
。
単
に
Ｅ
Ｃ
Ｂ
が

利
上
げ
を
続
け
る
べ
き
だ
と
の
考
え

は
、
物
価
上
昇
の
抑
制
策
に
よ
る
経

済
成
長
鈍
化
の
可
能
性
を
見
落
と

し
、
バ
ラ
ン
ス
を
欠
い
た
政
策
に
な

り
か
ね
な
い
。

実
際
に
、
ユ
ー
ロ
圏
で
の
利
上
げ

が
進
ん
だ
２
０
２
２
年
の
デ
ー
タ
で

は
、
利
上
げ
に
よ
っ
て
経
済
活
動
に

ブ
レ
ー
キ
が
か
か
り
、
２
０
１
９
年

と
比
較
し
て
欧
州
全
体
の
経
済
成
長

率
は
マ
イ
ナ
ス
２
・
３
％
に
落
ち
込

ん
だ
。
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
デ
ー
タ
に
よ
る

と
、
利
上
げ
は
特
に
新
型
コ
ロ
ナ
ウ

イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
で
傷
つ
い
た

企
業
や
、
財
政
的
に
脆
弱
な
南
欧
諸

国
に
と
っ
て
大
き
な
負
担
と
な
る
。

ま
た
、
賃
金
の
高
止
ま
り
は
イ
ン

フ
レ
抑
制
の
妨
げ
に
な
っ
て
い
る
と

い
う
考
え
方
に
も
疑
問
が
あ
る
。
こ

れ
ま
で
の
経
緯
と
し
て
、
コ
ロ
ナ

禍
の
影
響
に
よ
り
全
世
界
の
供
給

チ
ェ
ー
ン
が
大
き
な
打
撃
を
受
け
、

商
品
の
価
格
上
昇
に
直
接
影
響
を
及

ぼ
し
て
き
た
。
こ
の
間
に
海
上
輸
送

費
も
大
幅
に
増
加
し
て
お
り
、
エ
ネ

ル
ギ
ー
価
格
の
高
騰
も
無
視
で
き
な

い
。国

際
エ
ネ
ル
ギ
ー
機
関（
Ｉ
Ｅ
Ａ
）

に
よ
る
と
、
天
然
ガ
ス
価
格
は
こ
の

１
年
で
お
よ
そ
１
５
０
％
上
昇
し
て

お
り
、
企
業
は
そ
れ
を
価
格
に
反
映

せ
ざ
る
を
得
な
い
。
特
に
、
ユ
ー
ロ

圏
は
日
本
や
ア
メ
リ
カ
と
異
な
り
、

エ
ネ
ル
ギ
ー
価
格
に
関
し
て
、
ウ
ク

ラ
イ
ナ
問
題
の
影
響
を
強
く
受
け
て

き
た
。
ユ
ー
ロ
圏
の
イ
ン
フ
レ
問
題

を
解
決
す
る
に
は
、
Ｅ
Ｃ
Ｂ
に
よ
る

政
策
金
利
の
引
上
げ
が
選
択
肢
に
入

る
こ
と
は
確
か
だ
が
、
単
な
る
利
上

げ
で
は
な
く
供
給
チ
ェ
ー
ン
の
改

善
、
コ
ス
ト
管
理
の
強
化
、
マ
ク
ロ

経
済
政
策
の
総
合
的
な
見
直
し
が
必

要
に
な
る
。

５
月
の
日
本
株
は
絶
好
調
だ
っ

た
。
日
経
平
均
は
大
型
連
休
前
に
昨

年
来
高
値
の
カ
ベ
と
評
さ
れ
て
き
た

２
万
８
、５
０
０
円
を
突
破
し
、
中

旬
に
は
３
万
円
を
突
破
、
さ
ら
に
下

旬
に
は
３
万
１
、５
０
０
円
に
達
し
、

バ
ブ
ル
後
の
最
高
値
を
更
新
し
た
。

５
月
末
に
は
米
債
務
上
限
問
題
へ

の
不
安
が
日
本
市
場
に
も
波
及
し
、

株
価
は
一
服
状
態
に
な
っ
た
が
、
日

経
平
均
は
月
間
７
％
の
上
昇
と
、
主

要
国
の
株
価
指
数
で
は
断
ト
ツ
の
パ

フ
ォ
ー
マ
ン
ス
で
あ
っ
た
。
現
在
、

日
本
株
の
フ
ァ
ン
ダ
メ
ン
タ
ル
ズ

(

景
気
見
通
し
、
企
業
収
益
予
想)

が
他
の
市
場
に
比
べ
て
特
に
良
好
と

い
う
わ
け
で
も
な
い
た
め
、
日
本
人

自
身
に
も
大
き
な
驚
き
で
あ
っ
た
。

日
本
の
株
価
上
昇
を
も
た
ら
し
た

の
が
、
海
外
の
機
関
投
資
家
で
あ
る

こ
と
は
投
資
家
動
向
な
ど
の
デ
ー
タ

か
ら
も
明
ら
か
に
な
っ
て
い
る
。
主

要
国
の
経
済
実
勢
が
「
ど
ん
ぐ
り
の

背
比
べ
」
の
よ
う
な
状
況
に
あ
る
な

か
で
、
日
本
株
価
が
割
安
状
態
に
あ

る
と
認
識
し
た
よ
う
だ
。
今
回
の
日

本
株
高
は
海
外
投
資
家
に
よ
る
日
本

株
再
評
価
が
主
因
と
考
え
ら
れ
る
。

５
月
の
株
高
の
背
景
を
考
慮
す
る

と
、
今
後
の
日
本
株
価
の
行
方
は
ど

う
な
る
の
だ
ろ
う
か
？　

現
在
、
日

本
の
株
式
市
場
は
熱
気
を
帯
び
て
い

る
。
５
月
末
に
米
債
務
上
限
問
題
が

ヤ
マ
を
越
え
た
と
き
、
株
価
の
戻
り

の
勢
い
は
米
市
場
よ
り
も
強
く
、
日

本
市
場
に
対
す
る
投
資
意
欲
の
盛
り

上
が
り
を
う
か
が
わ
せ
た
。

と
は
い
え
、
今
後
も
株
価
上
昇
は

続
く
の
だ
ろ
う
か
。
収
益
の
上
方
修

正
な
ど
が
続
か
な
け
れ
ば
、
株
価
の

上
昇
余
地
は
乏
し
く
な
っ
て
い
る
と

考
え
る
。
そ
の
理
由
は
こ
れ
ま
で
の

上
昇
に
よ
っ
て
、
日
本
株
価
の
割
安

感
が
解
消
し
て
き
て
い
る
か
ら
だ
。

Ｐ
Ｅ
Ｒ(

株
価
／
利
益)

で
み
る
と
、

す
で
に
日
本
株
は
割
安
と
は
い
え
な

く
な
っ
て
い
る
。
海
外
投
資
家
が
５

月
の
よ
う
な
調
子
で
今
後
も
日
本
株

投
資
を
続
け
る
と
は
考
え
づ
ら
い
。

し
か
し
、
５
月
の
実
績
に
よ
っ
て

日
本
株
再
認
識
が
世
界
に
浸
透
し
た

と
思
わ
れ
る
の
で
、
こ
れ
か
ら
の
日

本
株
価
は
他
国
に
劣
後
す
る
こ
と
な

く
、
ア
メ
リ
カ
を
中
心
と
す
る
主
要

国
市
場
と
足
並
み
を
揃
え
て
変
動
す

る
と
予
想
さ
れ
る
。


